
中野区特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業の申請書類リスト

1

別記 (様式と添付書類)

名 称 様式号数 添 付 書 類

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成全体

設計（変更）承認申請書

第１号 □全体設計表（第１号様式の１）

□事業内容等確認書（別添様式）

□工程表（年度ごとの出来高がわかるもの）

□見積書（内訳書含む）（年度ごとの支払い額がわかるもの）

□位置図（案内図）

□助成対象等を表示した図面等（配置図、平面図、立面図、断面図、建築

設備図及び昇降機、関係図面等）

□沿道建築物であることが確認できる書類

□その他区長が必要と認めた書類

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成全体

設計（変更）承認書

第２号

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成交付

申請書

第３号 （共通）

□事業内容等確認書（別添様式）

□①当該建築物等の確認通知書の写し

□②当該建築物等の検査済証の写し

※上記①又は②の書類がない場合は、建築確認年月日又は建築竣工年月

日が確認できるもの

□区分所有建築物である場合は、申請者が区分所有者によって合意された

代表者であることがわかる書類

□共有建築物である場合は、申請者が共有者によって合意された代表者で

あることがわかる書類（代表者承諾書と共有者全員の同意書）

□建物全部事項証明書又は建物の所有権を証する書類

□土地全部事項証明書又は土地の所有権を証する書類

□現況写真（建築物及び前面道路を撮影したもので、撮影位置を明示する

こと）

□申請者が個人の場合は住民票の写し

□申請者が法人の場合は登記事項証明書（全部事項証明書の「履歴事項証

明書」）

□住民税納税証明書又は法人住民税納税証明書（直近のもの）

□固定資産税納税証明書（直近のもの）

□案内図及び配置図

□沿道建築物であることが確認できる書類

□消費税仕入税額控除確認書（別添様式）（消費税を含めて助成認定の申

請をしたい場合。

□その他、区長が必要と認めた書類

⑴耐震診断の場合

□診断者が耐震化推進条例第１０条第１項に掲げる者であることを証す

る書面の写し

□設計図書（平面図、立面図、断面図、建築設備図及び昇降機、関係図面

等）

□耐震診断計画書（工程表を含む）

□耐震診断見積書

□管理組合の規約と耐震診断の実施及び助成金申請について行う旨の決

議をしたことが分かる書類（申請者が分譲マンションの管理組合の場

合）

⑵補強設計の場合

□設計者が耐震化推進条例第１０条第１項に掲げる者であることを証す

る書面の写し

□設計図書（配置図、平面図、立面図、断面図、建築設備図及び昇降機、

関係図面等）

□耐震診断結果報告書の写し

□当該建築物等の耐震補強の設計に関する見積書

□当該建築物等の耐震補強の設計に関する業務の工程表

□土地の所有者の承諾書（借地の場合）
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□管理組合の規約と補強設計の実施及び助成金申請について行う旨の決

議をしたことが分かる書類（申請者が分譲マンションの管理組合の場

合）

⑶耐震改修の場合

□土地の所有者の承諾書（借地の場合）

□工事に関する設計図書（案内図、配置図、平面図、立面図等工事の内容

が明示された書類）

□外構図（門、塀、植栽、敷地内通路、庭園等の外部構成を記載した図面

をいう。以下同じ。）（塀等の構造詳細図を含む。）

□改修前の耐震診断報告書の写し（概要版）

□改修後の耐震診断報告書の写し

□補強計画に係る認定書及び判定書又は評定書等の写し

□工事見積書（内訳書含む）

□工事工程表

□居住者の同意書（申請者が建築物等所有者でない場合に限る。）

□管理組合の規約と補強設計の実施及び助成金申請について行う旨の決

議をしたことが分かる書類（申請者が分譲マンションの管理組合の場

合）

□工事施工者の建設業の許可証の写し

□工事監理者の建築士免許証写し

⑷除却の場合

□土地の所有者の承諾書（借地の場合）

□耐震診断結果報告書（概要版）

□耐震改修に要する費用を示す書類

□工事見積書

□工事工程表

□管理組合の規約及び除却を行う旨が記載された書面（申請者が分譲マン

ション管理組合の場合）

□工事施工者の建設業の許可証の写し

⑸建替えの場合

□土地の所有者の承諾書（借地の場合）

□耐震診断結果報告書（概要版）

□工事に関する設計図書（案内図、配置図、平面図、立面図等）

□工事見積書

□耐震改修工事に要する費用を示す書類

□工事工程表

□管理組合の規約及び建替えを行う旨が記載された書面（申請者が分譲マ

ンション管理組合の場合）

□工事施工者の建設業の許可証の写し

□工事監理者の建築士免許証写し

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成交付

決定通知書

第４号

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成不交

付決定通知書

第５号

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成着手

届

第６号 （共通）

□契約書の写し

□耐震診断等内訳書

□工程表

□その他、区長が必要と認めた書類

⑴建替えの場合

□確認済証（建築物）の写し及び確認申請書（建築物） の写し（第一面

から第六面まで）（当書類に関して新築工事着工前に、再度、着手届の

提出可）
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特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震改修工事施工計画書

第７号 □別表に定める事項のとおり

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成内容

変更届

第８号 □申請内容の変更を示す図書

□その他、区長が必要と認めた書類

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成交付

変更申請書

第９号 □申請内容の変更を示す図書

□変更契約書（内訳書含む）の写し等

□その他、区長が必要と認めた書類

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成交付

変更承認書

第１０号

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成取り

止め届

第１１号

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成中間

検査申請書

第１２号 ⑴耐震改修の場合

□工事写真

※工事の状況（配筋、鉄骨建方、あと施工アンカー、連続繊維等）が

把握できる写真

□建築工事施工結果報告書（中間） （様式任意 例：建築工事施工結果

報告書（中間））

□別表に定める試験結果報告等（中間）

⑵建替えの場合

□除却の状況（着手前、中間時、完了時）が把握できる写真

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成完了

実績報告

第１３号 （共通）

□その他、区長が認めた書類

⑴耐震診断の場合

□耐震診断結果報告書

□診断結果に対する確認書等（第４条１項７号関係）

□耐震診断費用明細書

□耐震診断費用の支払いを証する書類の写し（例：領収書など）又は耐震

診断費用を証する書類の写し（例：請求書など）

⑵補強設計の場合

□補強設計結果報告書

□補強計画に係る専門機関の評定書の写し

□補強設計費用明細書

□補強設計費用の支払いを証する書類の写し

□耐震改修工事に関する設計図書（案内図、配置図、平面図、立面図等工

事の内容が明示された書類）

□外構図（塀等の構造詳細図を含む。）

□概算工事費見積書

⑶耐震改修の場合

□耐震改修費用明細書

□耐震改修費用の支払いを証する書類の写し

□工事の状況（着手前・工事中・完了後）が把握できる写真

※・工事の状況（配筋、鉄骨建方、あと施工アンカー、連続繊維等）

が把握できる写真

・道路に面する門及び塀の基礎配筋完了時の写真

・竣工写真（外観、外溝等）など

□建築工事施工結果報告書（完了）

□別表に定める試験結果報告

⑷除却の場合

□除却費用明細書

□除却の支払いを証する書類の写し （例：領収書など）
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□除却の状況（着手前、中間時、完了時）が把握できる写真

⑸建替えの場合

□建替え費用明細書

□工事費の支払いを証する書類の写し （例：領収書など）

□工事の状況（着手前、中間時、完了時）が把握できる写真

□検査済証（建築物）の写し

□設計図書（案内図、配置図、平面図、立面図、構造図、構造計算書）

□建物全部事項証明書又は建物の所有権を証する書類

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成金交

付申請書

第１４号 □消費税仕入税額控除確認書（別添様式）

（消費税を含めて助成金の申請をしたい場合。）

□東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例第 10 条

に基づき、耐震診断の場合には「耐震診断実施結果報告書」を、耐震改

修等の場合には「耐震改修等実施報告書」

□除却については、申請者の転居先における住民票の写し（除却建物に住

民登録があった場合に限る）

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業 年度

消費税仕入税額控除報告書

第１５号

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成決定

取消通知書

第１６号

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成金交

付決定通知書

第１７号

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成金不

交付決定通知書

第１８号

特定緊急輸送道路沿道建築

物耐震化促進事業助成金請

求書

第１９号 □支払口座振替依頼書

□原則、領収書等にて助成金交付決定者払い。

ただし、契約事業者への直接払いを希望される助成金交付決定者につい

ては、耐震診断等の費用を証する書類の写しをもって第 11 条に基づい

た委任払いをすることができる証書

⑴①【助成限度額以内】の場合、請求書等

②【助成限度額超過あり】の場合、「請求書」及び「自己負担分の領収書

及び明細書等」

⑵委任状

事業内容等確認書 別添様式

消費税仕入税額控除確認書 別添様式

※ なお、添付書類について、当事業で、提出済みの書類は、原則として省略することができるが、区長が必要と

認める書類がある場合は、提出を求める。

また、上記添付書類のほか、区長が特に必要と認める場合も同様に、提出を求める。
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別表(第１３・１６・１７条関係)

建築材料の種類 事項

１ 鉄骨 (1)鋼材等の規格及び試験計画

(2)鉄骨加工工場の名称及び種別

２ コンクリート (1)コンクリートの製造に用いるセメント、骨材その他の材料の品質

(2)レディミクストコンクリートの製造会社及び工場の名称

(3)コンクリートの設計基準強度その他の品質及び所要条件

(4)コンクリートの打ち込み方法及び打ち込み計画

(5)コンクリートの試験計画及び試験機関の名称

(6)コンクリートの施工条件及び養生計画

３ 鉄筋 (1)鉄筋の規格及び試験計画

(2)鉄筋の継ぎ手工法、施工計画及び当該継ぎ手工法の工事施工者の

氏名

(3)鉄筋継ぎ手の試験計画及び試験機関の名称

４ ・あと施工アンカー

・連続繊維等

(1)材料の種類及び規格

(2)品質

(3)試験計画及び試験機関の名称

５ その他特殊工法 区の求める資料による。


